
 

 

NO.1 

緑政⼟⽊局が所管する⼯事に利⽤する⼟質改良プラント認定基準 

（目的） 

第 1 条 名古屋市緑政土木局（以下「緑政土木局」という。）が所管する公共工事

（以下「当局所管工事」という。）に伴い発生する建設発生土を原材料とし

て受け入れ、良質な改良土を製造する土質改良プラント（以下「プラント」

という）を認定するための基準を定めることにより、当局所管工事で使用

する改良土の品質確保並びに建設リサイクルの推進を図ることを目的と

する。 

  

本基準で認定したプラント名を設計図書で明記する。 

 

（改良土原材料の受入れ条件） 

第２条 プラントは、改良土の原材料について、次に掲げる受け入れ条件等を満

足しなければならない。 

    

（１）改良土原材料のうち、公共工事※１から受入れている建設発生土の割合が、

年間を平均して９０％以上占めていること。 

（２）改良土原材料のうち、民間工事から受入れている建設発生土の割合が、年

間を平均して１０％を超えている場合、民間工事からの受け入れに際して、

有害物質の溶出量及び含有量の品質試験を行い、有害重金属類の含有量及

び溶出量に関する試験成績表で、受入れ土が基準値以下であることを証明

できること。 

（３）当局所管工事に伴い発生する建設発生土を安定して受け入れることがで

きること。 

  （４）改良土原材料は概ね、平成 13 年 3 月 29 日国土交通省令第 59 号におい

て区分として規定される第３種建設発生土以上の建設発生土であること。 

（５）改良土原材料は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に規定される特別

管理産業廃棄物である廃石綿等及び石綿含有産業廃棄物等処理マニュアル

（平成 19 年１１月 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）で規定

される石綿含有廃棄物を含まないこと。 

（６）臭気、悪臭を放つ建設発生土を受け入れていないこと。 

   

※１公共工事とは、土地収用法第３条に規定する公共の利益となる事業をいう。 
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（土質改良プラント事業者の資格要件） 

第 3 条 土質改良プラント事業者の資格要件は、認定する際に下記に掲げる条件の

いずれにも該当していないこと。 

 

(１) 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの。 

(２）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号若しくは６号

に該当することにより一般建設業の許可若しくは特定建設業の許可を取り消

され、又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第７条の４若しくは第１４条の３の２（第１４条の６において読み替えて準用

する場合を含む。）の規定により許可を取り消され、その取り消しの日から、

５年を経過しない者。 

(３) 前項の許可の取り消し処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第１

５条の規定による通知があった日から当該処分があった日又は処分しないを

しないことの決定があった日までの間に、建設業法第１２条第５号に該当する

旨の同条の規定による届出をした者並びに廃棄物の処理及び清掃に関する法

律第７条の２第３項（第１４条の２第３項及ぶ第１４条の５第３項において読

み替えて準用する場合を含む）の規定による一般廃棄物又は産業廃棄物の収

集、運搬又は処分（再生する事を含む）の事業のいずれかの事業の全部の廃止

の届出をした者で当該届出の日から５年を経過しない者。 

(４) 前項に規定する期間内に同項に規定する届出があった場合において、同項

の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人の役員若しくは使用人（建設業

法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第 3条で定める使用人及び廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）第 4条の７、第

６条の 10 で定める使用人。以下同じ。）であった者又は当該届出に係る個人の

使用人であった者で、当該届出の日から５年を経過しない者。 

(５) 建設業法第２８条第３項又は第５項の規定により営業の停止を命ぜられ、

その停止期間が経過しない者。 

(６) 建設業法第２９条の４の規定により営業を禁止され、その禁止期間が経過

しない者。 

(７) 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受け

ることがなくなった日から 5年を経過しない者。 

(８) 建設業法、建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３条の２各号に

掲げる法令の規定、若しくは廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定に違反

したことにより、又は刑法（明治４０年法律第４５号）第２０４条、第２０６

条、第２０８条、第２０８条の３、第２２２条若しくは第２４７条の罪若しく

は暴力行為等処罰に法律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯したことにより、

罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその執行を受けることがな

くなった日から５年を経過しない者。 
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(９) 名古屋市が行う調達契約等から暴力団関係事業者の排除に関する合意書

（平成２０年 1 月２８日）に規定する排除措置の対象となる法人等に該当

する者又は名古屋市が行う調達契約等から暴力団関係事業者の排除に関す

る取扱要綱（平成２０年 1月２９日 １９財契第１０３号）第４条で規定す

る排除措置の通知を受けた法人等で第７条に規定する排除措置解除の通知

を受けていない法人等に該当する者。 

(10) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第 6号に規定する暴力団員（以下暴力団員という。）又は暴力団員で

なくなった日から 5 年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。） 

(11) 業務に関し不正又は不誠実な行為をする恐れがあると認めるに足りる相

当の理由がある者。 

（12）営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人

が前各項のいずれかに該当するもの。 

（13）法人でその役員又は使用人のうちに、（１）から（４）まで又は（６） 

   から（11）までのいずれかに該当する者のあるもの。 

（14）個人で使用人のうちに、（１）から（４）まで又は（６）から（11）までの

いずれかに該当する者のあるもの。 

（15）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者。ただし、更生手続開始の決定を受けた者は該当していな

い者とする。 

  (16) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者。 

   ただし、再生手続開始の決定を受けた者は該当しない者とする。 

 (17) 暴力団員等がその事業活動を支配するもの。 
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（改良土の品質基準） 

第４条 改良土の品質基準は下記の表に示すとおりとする。 

 

 表１  改良土の品質基準 

管理項目 品質基準及び測定方法 

粒度 細粒分（粒径 75μm）が、25％以下であること。 

最大粒径 50 ㎜以下（管廻りに使用の場合 25 ㎜以下） 

最適含水比 試験値  （JIS A 1210） 

含水比 

出荷時においては、締固め度 90％相当の含水比以下であ

ること。 

（JIS A 1203） 

（JGS 0122）及び（JGS 1614） 

CBR 値 標準 CBR 10％以上  ※１ 

コーン指数 
800KN/㎡以上 

（JIS A１２２８ ） 

特定有害物質（表２）

の土壌溶出量基準及

び土壌含有量基準 

「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成３年８月

２３日 環告４６号 平成 28年３月 29日一部改正）（以

下「環境基準」という。）に定める項目ごとに、環境基準

に定める測定方法（以下「溶出量調査」という。）により

測定した結果及び「土壌含有量調査に係る測定方法を定

める件」（平成 15 年 3 月 6日 環境告 19 号）（以下「含

有量測定基準」という。）に定める物質の種類毎に含有量

測定基準に定める測定方法（以下「含有量調査」という。）

により測定した結果が、溶出量にあっては、環境基準に

掲げる環境上の条件（以下「溶出量基準」という。）に適

合すること、含有量にあっては、土壌汚染対策法施行規

則「別表第三」の下欄に掲げる要件（以下「含有量基準」

という。）に該当すること。 

 

※１ 標準 CBR は、改良土を安定させた後、試料土を 15cm モールドに 3 層に

分けて入れ、各層 42 回ずつ突き固めて（ランマー質量 4.5Kg 自由落下高

４５㎝）後６日間室内養生し、４日間水浸した後測定した CBR 値をいう。 
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（改良土の品質管理） 

第５条 プラントは、下記に定める品質管理を行なっていること。 

  （１） 特定有害物質（表２）による人への健康被害を防止するため、改良土の

「溶出量調査」及び「含有量調査」を、毎年 2 月及び 8 月に実施し、特定

有害物質の種類毎に「溶出量基準」及び「含有量基準」に適合することを

証明する品質証明書類を記録し、保管していること。 

      品質証明書類は、計量法に基づき都道府県知事に「計量証明事業所」と

して登録されている機関が発行したものでなければならない。 

   

（２） 特定有害物質（表２）のうち、第二種特定有害物質（重金属等）にあって

は、前項の品質管理に加え、毎年 5 月および 11 月に「溶出量調査」及び「含

有量調査」を実施し、「溶出量基準」及び「含有量基準」に適合することを

証明する品質証明書類を記録し、保管するものとする。 

品質証明書類は、計量法に基づき都道府県知事に「計量証明事業所」とし

て登録されている機関が発行したものでなければならない。 

   

（３） 第４条で規定する改良土の含水比については、プラント稼動日毎に含水

比試験を実施し、記録保管するものとする。 

 

（４） 第４条で規定する改良土の粒度、最大粒径、最適含水比、CBR 値、コーン

指数に関する品質試験を週１回行うものとし、その結果を記録保管するも

のとする。 

但し、コーン指数試験において規定量まで貫入不能の場合には、最大貫入

抵抗力を貫入抵抗力としてよいものとする。 

 

  （５） 改良材として、セメント系のものを使用する場合は、（１）及び（２）に

加え、（１）及び（２）に規定する品質管理を実施する月以外の月において

も、1ヶ月に 1回以上、六価クロムの溶出量試験を行い「溶出量基準」に適

合することを証明する品質証明書類を記録し保管するものとする。 

      品質証明書類は、計量法に基づき都道府県知事に「計量証明事業所」と

して登録されている機関が発行したものでなければならない。 

 

  （６） 改良土を購入したものがこれら品質管理の結果報告書を請求した場合、

提出するものとする。 

また緑政土木局長が、これら品質管理状況の報告を求めた場合、これに

協力するものとする。 

 

品質管理結果の記録媒体は、電子データ並び紙ベースを問わないものとするが、

記録媒体の保管期間は、原則５年とする。 
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表２ 特定有害物質 
 

特定有害物質 
（土壌汚染対策法第二条、土壌汚染対策法施行令第一条） 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

第
Ⅰ
種
特
定
有
害
物
質
（
揮
発
性
有
機
化
合
物
） 

四塩化炭素  
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

第
２
種
特
定
有
害
物
質
（
重
金
属
等
） 

カドミウム及びその化合物  
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

第
３
種
特
定
有
害
物
質
（
農
薬
等
） 

シマジン（又は CAT） 

クロロエチレン 
（別名塩化ビニル又は塩化ビニ
ルモノマー） 

六価クロム化合物 チウラム（又はチラム） 

1.2－ジクロロエタン シアン化合物 
チオベンカルプ 
（又はベンチオカーブ） 

1.1－ジクロロエチレン 水銀及びその化合物 
ポリ塩化ビフェニル
（PCB） 

シスー1.2－ジクロロエチレン セレン及びその化合物 有機りん化合物 
（パラチオン、メチルパ
ラチオン、メチルジメン
トン、EPN に限る） 1.3－ジクロロプロベン 鉛及びその化合物 

ジクロロメタン 砒素及びその化合物 
 

テトラクロロエチレン ふっ素及びその化合物 
 

1.1.1―トリクロロエタン ほう素及びその化合物 
 

1.1.2－トリクロロエタン 
 
 
 

 

トリクロロエチレン 
 
 
 

 

ベンゼン 
 
 
 

 

1.4－ジオキサン※１ 
 
 
 

 

調査
方法 

土壌溶出量調査 
調査
方法 

土壌溶出量調査及び土壌含
有量調査 

調査
方法 

土壌溶出量調査 

 

※１ 1.4―ジオキサンは、土壌汚染対策法施行令の特定有害物質の指定物質でなく、土

壌の汚染に関わる環境基準の指定物質である。 
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（プラントの設備） 

第６条 プラントの設備は、下記に定める条件に適合するものとする。 

   

（１）プラントの生産能力は、安定供給できる能力を備えているものとし、稼働

日最大生産能力は概ね４００ｔ以上とする。 

   

（２）建設発生土受け入れ容量は、当局所管工事に伴い発生する建設発生土を安

定して受け入れることができる設備容量を有しているものとし、概ね６００

㎥以上の容量とする。 

   

（３）改良土の貯留容量は、安定した供給を確保することができる設備容量を有

しているものとする。 

また、貯留されている改良土に対し、降雨や降雪等の影響による品質低下

を防止する管理がなされ、出荷時の管理手法が確立されていること。 

 

（４）改良土の粒度範囲を調整するための設備として、周辺環境に配慮した防音

対策を施した破砕装置、混合装置、ふるい設備をプラント内若しくはプラン

トに隣接して有していること。 

    

（５）改良土の品質を確保するために、改良添加剤自動計測装置を装備した添加

剤供給設備を有していること。また、原材料自動計測装置と改良添加剤自動

計測装置とが、連動し運転制御できる製造設備を有していること。 

   

（６）建設発生土の受け入れ及び改良土の搬出時に計量できるトラックスケール

等の計量設備を有し、出荷伝票等で搬出搬入量を証明できること。 

     また、建設発生土受け入れ実績並びに改良土の搬出実績を記録保管してい

るとともに、緑政土木局長が請求した場合は提示できるよう整理しているこ

と。 

   

（７）改良土の品質管理に必要とする土質試験室をプラント内若しくはプラント

に隣接して有していること。 

   

（８）屋外に設置するコンベアには、周辺環境に配慮した粉じん対策を施した設

備を有していること。 
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（９）タイヤ洗浄装置等の設置など施設外道路等を汚さない配慮がなされている

こと。 

 

（10）安全柵、入退場門等で第三者の出入りを規制できる保安、防犯設備を備え

ていること。 

 

（11）事業者の名称・施設の名称・連絡先等必要事項を明記した標識等を施設に

かかる公衆の見安い場所に掲示されていること。 

 

（12）プラントは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、大気汚染防止法、水質

汚濁防止法、騒音規制法、振動規制法、建築基準法、消防法、工場立地法

並びに愛知県条例「県民の生活環境の保全等に関する条例」、名古屋市条

例「市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例」等の関係法令

等を遵守し、必要とする許可を得たものであること。 

 

（プラントの認定） 

第７条  

  緑政土木局長は、第２条から第６条に規定する条件（以下 認定条件とい

う。）に適合すると思われるプラントを選出し、下記の各項に掲げる書類及び

図面等（以下「事業実施書」という。）をプラントに提出依頼し、認定条件と

の適合性について書類審査及び現地確認を行い、妥当と認められる場合には、

当局所管工事で使用する改良土の製造プラントとして認定するものとする。 

 事業実施書の記載事項 

１） 事業者の名称 

２） 施設名称 

３） プラント所在地 

４） 敷地面積。 

５） 製造管理体制 

（製造管理者・工程管理者・品質管理者等各管理者名 

及び経験年数（同種管理経歴含む）を明記する。） 

６） 生産能力及び年間生産量 

稼働日最大量（トン数、２４時間稼動の場合は、２４時間生産分その他

の場合は、8 時間換算分とする。） 

月平均生産量（トン数、過去 2 年間の実績平均とする。） 

年間平均生産量（トン数、過去 2年間の年間生産量平均とする。） 

月平均稼動日数（過去 2 年間の実績平均とする。） 

７） 発生土受け入れ基準 
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８）ストックヤード貯留量（ほぐし土量換算ｍ３） 

９）プラントの主要施設概要及び施設配置図 

（第６条 （１）～（11）に規定するものは、必ず明記する。） 

10）プラント営業日及び営業時間 

11) 製造工程 

（使用添加剤名を明記及び添加剤品質証明書を添付） 

12）関係法令に基づく設置許可証明書 

（設置許可証明書に関連する施設が分かる施設平面図または配置図を添付） 

13）品質管理計画及び品質管理及び品質試験結果証明書 

（第５条に定める品質管理項目について、明記する。） 

14）改良土販売価格    ………       （別記 様式 １） 

（荷渡し場所、ほぐし土量換算ｍ３当り、単位体積重量、 

○○年○月～○○年○月までの期間を有効期間とする） 

15）建設発生土受け入れ価格 ………      （別記 様式 ２） 

（トン数当り、 ○○年○月～ ○○年○月までの期間を有効期間とする） 

16）過去３年間における建設発生土受け入れ実績表 （単位 ：t） 

（公共工事発注先別、 民間発注別があれば民間別、年度別） 

17）過去３年間における改良土出荷実績表 （単位:t） 

（公共工事発注先別、 民間発注別があれば民間別、年度別） 

18）役員及び政令で定める使用人名簿 

19）その他緑政土木局長が指定する書類 

 

当局所管工事で使用する改良土の製造プラントとして認定したプラントに対しては、

緑政土木局長より、認定書（様式 ３）を発行するものとする。 

 認定されたプラントは、（3 月～8 月）、（9 月～2 月）毎に改良土の品質管理結果を整

理保管し、まとまり次第速やかに緑政土木局長に提出するものとする。 

 品質管理結果が、品質基準に明らかに適合しない場合には、緑政土木局長は認定され

たプラントに対し、認定書の無効通知（様式 ４）を行うものとする。 

 

（新規プラントの認定） 

第８条  

緑政土木局長が、選定し認定したプラント以外のプラントが、新たに認定を希

望する場合には、第７条に規定する事業実施書を緑政土木局長に提出し、緑政土

木局長が認定条件との適合性について書類審査及び現地確認を行い、妥当と認め

た場合には、当局所管工事で使用する改良土の製造プラントとして認定するもの

とする。 

品質管理結果の提示については、第７条の取扱いと同様とする。 

また、認定書（様式 ３）及び 認定書の無効通知（様式 ４）の発行についても、

第７条の取扱いと同様とする。 

   また、設計図書への明記についても、第１条と同様に取扱うものとする。 



 

 

NO.10 

（土質改良プラント認定の取り消し） 

第９条 当局所管工事で使用する改良土の製造プラントに認定した土質改良プラ

ントが、認定書通知を受けた以降において、認定条件に明らかに適合しない事

実が発生した場合には、緑政土木局長は認定書の無効通知を行うものとする。 

 

 

認定書の無効通知（様式 ４）の発行は、第７条の取扱いと同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

  この基準は、平成２３年１月２０日から施行する。 

    この基準は、平成 30 年 10 月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

NO.11 

（様式 １） 

  年  月  日 

(あて先) 

名古屋市緑政土木局長 

 

 

申請者（事業者）名称     

代表者       印  

 

改良土販売価格表 
 

有効期限     年 月 日～   年 月  日 

 

施 設 

名 称  

所在地 住 所  

事 業 者 

名 称  

所在地 住 所  

 

１）販売単価 

項  目 単  価 （円／ｍ３） 

改 良 土  

備考） ・ほぐし土量１ｍ３当りの工場渡し単価を記入すること。 

 ・ダンプトラック（１０ｔ車）にバックホウ（山積 0.8ｍ３）で積み

込む費用に相当する経費を単価に含めること。 

 ・施設から搬出先までの運搬費用を単価に含めないこと。 

 ・消費税抜きの単価を記入すること。 

 

２）販売する処理土の供給能力 

       ｍ3／日  （      ｍ3／月） 

 

３）ほぐし土量単位体積重量 

 

                 ｔ／ｍ３ 

  



 

 

NO.12 

（様式 ２） 

  年  月  日 

 

（あて先） 

名古屋市緑政土木局長 

 

 

申請者（事業者）名称     

代表者       印  

 

建設発生土受入価格表 
 

有効期限    年 月 日～  年 月  日 

 

施 設 

名 称  

所在地 住 所  

事 業 者 

名 称  

所在地 住 所  

 

建設発生土を受け入れる単価 

 

土    質 単  価 （円／ｔ） 

砂 ， 砂 質 土 ， 礫 質 土  

粘 性 土  

ス ラ グ 材  

岩 塊 ・ 玉 石 交 じ り 土  

破 砕 岩 
軟 岩  

硬 岩  

 

備考） ・ダンプトラック（１０ｔ車）で搬入する場合の単価を記入すること。 

        ・消費税抜きの単価を記入すること。 

 



 

 

NO.13 

（様式 ３） 

  年  月  日 

 

（あて先） 

事業者の名称 

施設名称 

代表者 

         様 

 

                        名古屋市緑政土木局長  印 
 

土質改良プラント認定書 
  

貴社の○○土質改良プラントは、緑政土木局土質改良プラント認定条件に適合してい

ることを確認しましたので、当局所管工事で使用する改良土の製造プラントとして認定

しましたことを通知します。 

 

 

                  記 

 

１．施設名称 

 

２．プラント所在地 

 

３．品質管理結果 

         毎年 （3 月～8月）、（9月～2月）毎に改良土の品質管理結果を整

理保管し、まとまり次第速やかに緑政土木局長に提出してください。 

４．有効期限    

○○年○月○日から 1年間 

         但し、提示された品質管理結果が、品質基準に適合し緑政土木局長

が良好な管理と認定した場合には、1 年間の自動延長を認めたものと

します。 

         また、品質管理結果が、品質基準に適合しない場合には、別途土質

改良プラント認定無効通知書を発行し、当局所管工事に使用する改良

土の製造プラントから、除外するものとします。 

 

 

 

 

 

 



 

 

NO.14 

（様式 ４） 

  年  月  日 

 

（あて先） 

事業者の名称 

施設名称 

代表者 

         様 

 

                        名古屋市緑政土木局長  印 
 

土質改良プラント認定書無効通知 
  

貴社の○○土質改良センターは、○○年○月～○月における改良土の品質管理結果が、

緑政土木局土質改良プラント認定条件のうち品質基準に適合していないため、○○年○

月○日で通知しました土質改良プラント認定書の無効を通知します。 

 

 

                  記 

 

１．施設名称 

 

２．プラント所在地 

 



 

 

NO.15 

（様式 ５） 

  年  月  日 

 

（あて先） 

事業者の名称 

施設名称 

代表者 

         様 

 

                        名古屋市緑政土木局長  印 
 

土質改良プラントの品質管理結果について（通知） 
  

貴社の○○土質改良センターは、○○年○月～○月における改良土の品質管理結果が、

緑政土木局土質改良プラント認定条件のうち品質基準に適合していると確認しました

ので通知します。 

 

 

 

                  記 

 

１．施設名称 

 

２．プラント所在地 

 

 

 

 

 

 


